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３－７ 天井の各部仕様の確認⑤クリアランスの確保             

〈確認内容〉ステップ２で収集した資料に基づき、以下の内容を確認する。 

壁際：天井面と壁との間に、クリアランス（隙間）が設けられていることを

確認する（表 3-7(1)）。 
段差・折れ曲がり：吊り長さが異なる天井部分が隣接する場合、クリアラン

スが設けられていることを確認する〈表 3-7(2)〉。（ステップ３－２参照） 
設備等周り：天井面と一体に動かない設備等の周囲には、クリアランスが設

けられていることを確認する（表 3-7(3)）。 
〈解説〉 
・天井落下被害の中でも、壁際の天井材落下は典型的な被害である。天井と壁との衝突を

防止するために天井を壁から６cm 以上離す。（図 3.7.1～3.7.3） 
・天井の段差や折れ曲がりでは、吊り長さが異なる部分や野縁受けが連続していない部分

が隣接することがある。この場合は地震時に異なる動き方をすることで局所的に応力が

大きくなり破壊等を生じやすいため、１２cm 注 1）以上離す。（図 3.7.4～3.7.5） 
・天井から吊られたバスケットゴール（以下「吊下式バスケットゴール」注 2）という。）等

の支柱が構造体と同様に剛であることを確認した場合、その周囲には６cm 以上のクリア

ランスを設ける。 
・クリアランスは、天井面材だけでなく野縁や野縁受けに対しても設ける。 
〈補足〉 
・技術基準の仕様ルートでは、天井面の次の部分にクリアランス設置を求めている。 

① 天井面の壁際 
② 地震時に天井面と一体に動かない設備等の周囲 
※このほか、既述のとおり、段差や折れ曲がり部分にもクリアランスが必要となる。 

・吊下式バスケットゴールは、天井とは別にＲＣ躯体や小屋組鉄骨に取り付けられた設備

であるため、天井面と一体的に動かない。 
・RC 躯体や小屋組鉄骨から吊られている照明設備や空調設備について、天井面と一体に挙

動しないものは天井面との間にクリアランスが必要となる（図 3.7.6、図 3.7.7）。また、

別途、照明設備等には落下防止措置を行う（第２節（p.55～）参照）。 
・天井埋込み式の照明設備について、天井面と一体的に挙動するものは天井面との間にク

リアランスは不要である（図 3.7.8）。ただし、別途、落下防止措置は行う（第２節（p.55
～）参照）。 

・電動昇降式照明設備も、本体そのものが小屋組鉄骨から吊られている場合で、天井面と

一体に挙動しないものについては、天井面との間のクリアランスは必要である。また、

別途、落下防止機構を備えた製品を用いる（図 3.7.7）。注３） 
・天井埋込み式や固定式のスピーカー等は照明設備と同様に対応する。  

注 1) 天井と壁等との間のクリアランスは 6cm 必要だが、これは壁等が外力に対して十分に変形しにくい

（剛である）前提であり、天井同士ではその前提が満たされないため、安全側で評価し、6cm＋6cm
＝12cm とする。 

注 2) 吊下式バスケットゴールに類似する設備として、天井に設置された体操用のつり輪などがある（p.59、
付写真 1.2.5 参照）。 

注 3)電動昇降装置（リーラー）をＲＣ躯体や小屋組鉄骨に取り付けている場合のワイヤー貫通孔は昇降す

る懸垂物と同様に考える。（図 3.7.9） 

ス
テ
ッ
プ
３ 



36 
 

 
 
〈表 3-7(1)〉 

項目 確認結果 確認すべき主な資料 

壁際のクリアラ

ンス 

□全周に 6cm 以上確保されている OK 

天井伏図、矩計図 

□全周確保されているが 6cm 未満や寸法不

明の部分がある 要検討 
□クリアランスがない部分がある 

□クリアランスが全くない 撤去等 
検討 

□確認できる資料がない 実地診断 
〈表 3-7(2)〉 

項目 確認結果 確認すべき主な資料 

段差や折れ曲が

り部分 *のクリ

アランス 

□12cm 以上確保されている OK 
天井伏図、矩計図 □上記のクリアランスが確保されていない 要検討 

□確認できる資料がない 実地診断 
*隣接する天井部分と一体的に動かない場合。 

〈表 3-7(3)〉 
項目 確認結果 確認すべき主な資料 

設備等 *の周囲

のクリアランス 

□設備等周囲に 6cm 以上確保されている** OK 
取付詳細図 等 □上記のクリアランスが確保されていない 要検討 

□確認できる資料がない 実地診断 
*隣接する天井部分と一体的に動かない場合。 

**バスケットゴールや照明器具等の設備が構造体と同様、剛であることを前提としたクリアランス。吊下

式バスケットゴールであれば専用梁を設置するなど、設備等に外力による変形が生じないよう対策が必

要である。バスケットゴールや照明器具等の設備が剛でない場合、地震の震動によりどれだけの変位が

生じるのかは実況に応じて検討し、必要となるクリアランスを確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.7.1：壁際クリアランスの納まりの例（回り縁） 図 3.7.2：クリアランスがない壁際の例 

6cm 以上 
（クリアランス） 

 

壁 
 

壁 
 

天井材 
 天井回り縁 

 

野縁受け 

吊りボルト 
 

ハンガー 
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図 3.7.3：天井伏図の例 12) 

〈図面解説〉 
床面に鏡を置いて

天井を映したもの

と考えればよい。天

井面の仕上げの様

子や照明の配置、ク

リアランスの状況

など、天井の基本情

報が示される。 

図 3.7.4：段差部分のクリアランス設置の例 

図 3.7.5：平面形状が凸凹の場合のクリアランス設置の例 
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写真 3.7.1：吊下式バスケットゴールの支柱と天

井の取り合い部 13) 
図 3.7.6：吊り下げ形空調設備周囲のクリアランス 

図 3.7.7：吊り下げ形照明周囲のクリアランス 
（電動昇降式の例） 

図 3.7.8：天井埋込み照明周囲のクリアランス 

耐震上のクリアランス 

振れ止め 
（XY 両方向） 

脱落防止
機構つき 

耐震上のクリア

ランス 

振れ止め 
（XY 両方向） 

エアコン 
（FC*ユニッ
ト含む） 

*ファンコイルユニット

脱落防止チェーン 
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３－８ 天井の各部仕様の確認⑥天井部材の緊結               

〈確認内容〉ステップ２で収集した資料に基づき、天井を構成する各部材の緊結状況を確

認する（表 3-8）。 
 
〈解説〉 
・接合部は、ボルト、ねじなどの接合方法により相互に緊結し、荷重や外力により、容易

に滑りや外れ、損傷を生じない構造注）となっているかを確認する。 
・天井下地組みの各接合部の仕様を確認し、製品名・型番や施工要領などに関する情報を

表 3-8 に記入する。 
・このステップでの確認は、原則として資料に記載された文字情報に基づいて行う。ただ

し、カタログが収集できた場合は図形情報を参考にしてよい。 
 
〈表 3-8〉 

項目 確認結果（製品名・型番など） 確認すべき主な資料 

吊り元の仕様 

□RC スラブへの埋込み 
OK 

特記仕様書、施工要

領書（カタログ等を

含む）、矩計図、天井

下地伏図 

□吊り元アングル材の使用 

□折板屋根から直吊り 撤去等 
検討 

□溶接   □金具（         ） 
要検討 

□上記以外（             ） 
□確認できる資料がない 実地診断 

ハンガーの仕様 

□ビス付き勾配用（          ） 
OK 

□ビス付き；平天井の場合（      ） 
□ビス付き；勾配天井の場合（      ） 

要検討 
□上記以外（             ） 
□確認できる資料がない 実地診断 

クリップの仕様 

□野縁・野縁受けの両方にねじ留め* 
     （             ） OK 

□上記以外（             ） 要検討 
□確認できる資料がない 実地診断 

石膏ボード**の

取付方法の仕様 

□100～150mm 程度の間隔でねじ留め*** 
□150～200mm 程度の間隔でねじ留め*** 
（野縁直下の面材：          ） 

OK 

□間隔は不明だがねじ留め 
要検討 

□上記以外（             ） 
□確認できる資料がない 実地診断 

*この方法はあくまで例示の一つであり、容易に滑りや外れ損傷を生じない接合方法であるか確認する。 
**直張り（面材が１枚のみ）の場合は仕上材の取付方法を確認する。 

***公共建築工事標準仕様書では石膏ボードのねじ留めに 150～200mm の間隔を求めている。なお、直張

り製品では 100～150mm 程度の間隔でねじ留めを求めているものが多い。 
 
注)接合部の詳細については、今後国土交通省で作成される技術資料(p.45 参照)に掲載される予定である。 
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図 3.8.2：金具の開きが確認されている吊り元の例 

図 3.8.1：吊り元の例 

RC スラブへのインサート埋込み 鉄骨母屋への吊り元アングル材の設置 

吊り元部材の取付け 

原則としてインサート埋込みや吊り元ア

ングル材の取付けは躯体工事として行わ

れる。 

写真 3.8.1：吊り元の被害の例 14) 

吊り元アングル材

セルフドリリングビス等
（現場溶接は不可）

吊りボルト

インサート
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吊り元と吊り先の仕様 

屋根や天井が傾斜すると、吊りボルトを鉛直

にするために上下端の仕様が限定される。鋼

製母屋から吊る場合は吊り元アングル材を

用いるなどし（図 3.8.1 参照）、天井が傾斜

している場合はさらに勾配用ハンガーも必

要になる。 

写真 3.8.2：ハンガーの損傷の例 15) 

ビス付きハンガー 

平天井に用いる。ハンガーが開

いて野縁受けが脱落すること

を防げる。野縁受けとハンガー

の緊結も考慮する必要がある。 
 
ビス付き勾配用ハンガー 

「フリーハンガー」などとも呼

ばれる。2 枚のプレートから構

成されており、鉛直な吊りボル

トに対しても天井勾配に沿っ

て野縁受けを設置できる。 

図 3.8.3：不適切な吊り元の例（折板屋根からの直吊り） 

図 3.8.4：ビス付き勾配用ハンガーの例 

通常のハンガーは

「ワンタッチハン

ガー」などとも呼

ばれる。大きく揺

れるとプレートが

開いて野縁受けが

脱落することがあ

る。 

折板屋根

吊りボルト

吊り金物

ビス付き勾配用ハンガー 

野縁受け 
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クリップの損傷 

大きな揺れを受けると通常のクリップは爪部分が開いて天井脱落の原因となる。 

写真 3.8.3：明らかに耐震性のないクリップ補強の例 

通常のクリップの両側留め 通常のクリップ留め 

図 3.8.5：ハンガーの被害とクリップの被害 16) 
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〈確認内容〉ステップ１－３、１－４とステップ３の確認結果を踏まえ、天井の落下防止

対策を検討する。その際、安全面での課題や、天井により確保している断熱・

音響・空調等の各種環境条件を勘案し、天井の必要性を検討する。 
〈解説〉 

・別表 1 に示す「天井撤去」「天井の補強による耐震化」「天井の撤去及び再設置」「落下防

止ネット等の設置」のどの対策手法を採用するにせよ、それぞれの特長と必要となるコ

スト、安全性を勘案して、適切な対策手法を選択する（ステップ５の対策事例（p.50～
54）も参照）。 

・既存天井の仕様や取付状況によっては、補強による改修工事が実質的に困難な場合もあ

り、より確実な安全性を確保するための対策として、撤去による対策が望ましい場合も

ある。天井撤去に当たっては、別表３の留意点等も参照しながら有効な対策を施す。 
 
〈別表 1〉屋内運動場等の天井落下防止対策の手法と主な特長等 

対策手法 主な特長等 

ⅰ）天井撤去 

地震被害の発生の危険性のある天井部材を解体・撤去し、大規模

空間天井の耐震安全性を確保する方法。地震時に落下する部材そ

のものをなくすことで、天井裏の構造躯体の状況も可視化され、

被災状況を正確に把握できる。 
撤去に伴い、天井が保有していた断熱性能や吸音性能など環境条

件が変化し使用に影響を及ぼす場合があるため、屋根面への断熱

対策や吸音体の付加などの対策を施すことが必要である。 
（別表３（p.45）参照） 

ⅱ）天井の補強に

よる耐震化 

耐震補強の必要な部材及び接合部の改修を行うものであり、天井

脱落対策に係る技術基準を踏まえて、耐震的な仕様により性能を

高める方法。補強により安全性は確保されるが、既存施設の対策

状況によっては、天井面の全面的な撤去が避けられず、補強が不

可能な場合がある。 

ⅲ）天井の撤去及

び再設置 

既存天井を全面的に撤去し、目標性能に適合した天井を耐震設計

し直すなどした上で、再び天井を設置する方法。新たに耐震設計

し直した天井の設置により安全性は確保されるが、天井全面を改

修するため高コストである。なお、仮に落下しても人に重大な危

害を与えるおそれの低いものとして、技術基準によらない軽量の

天井を再設置することは有効である。 

ⅳ）落下防止ネッ

ト等の設置 

落下防止ネットやワイヤ、ロープなどによる対策を施すことによ

り、天井の落下を防止する方法。原則として、既存天井を対象と

するものであり、上記ⅰ）～ⅲ）の対策を実施するまでの間の応

急的な措置として実施するもの。 

対策の検討 

ス
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〈天井撤去を中心とした対策の検討〉 

・別表２に示した項目に一つでも該当する場合、他の項目を診断しなくても「危険性が高

い」と判断できる。この場合、既存天井の撤去を中心とした対策の検討を行うことがで

きる。 

 

〈別表２ 撤去等検討のケース〉※本表では項目の表記を一部簡略化している 
項目 確認結果 対応するステップ 

壁際のクリアランス □クリアランスが全くない ステップ 1-3 
ステップ 3-7 

耐震措置に関す

る特記事項 □天井に関する特記事項がない* ステップ 1-3 

斜め部材の有無 □斜め部材を確認できない ステップ 1-3 
屋根形状と天井形

状の確認 
□屋根形状と天井形状に明らかな違いがあり、吊り長さも明

らかに違う ステップ 1-4 

野縁等の材料 □木材など（鋼製野縁、システム天井以外） 
ステップ 3-1 

天井の質量 □天井面が石膏ボードを２枚以上含む（天井の耐震計算

書なし） 
全体的な天井断面

の確認 
□吊り長さを揃える小屋裏措置なしで、屋根と異なる勾

配の天井が設けられている 

ステップ 3-2 
局部的な天井断面

の確認 

□クリアランスなしで、天井面に段差や折れ曲がり部分

が設けられている 
□吊り長さを揃える小屋裏措置なしで、天井面に段差や

折れ曲がり部分が設けられている 

吊りボルトの方向 
□斜め方向に取り付けられたものがある 

ステップ 3-3 □曲げて取り付けられた吊りボルトがある 
吊り長さ □3m を超えるものがある（天井の耐震計算書なし） 

斜め部材１組当

たりの室面積 

〈天井の質量区分〉天井面が石膏ボードを１枚含む場合 

ステップ 3-5 

□4m2を超える方向がある** 
□計算不能（斜め部材がない） 
〈天井の質量区分〉天井面が石膏ボードを含まない場合 
□10m2を超える方向がある** 
□計算不能（斜め部材がない） 

斜め部材の接合部 □全てに溶接が用いられている ステップ 3-6 
吊り元の仕様 □折板屋根から直吊り ステップ 3-8 
  *「（各公的機関の）標準仕様書による」といった記述のみで耐震措置に関する特記事項がない場合も含む。 
**それぞれの天井質量区分に対して、斜め部材の設置数が必要数の半数に満たない場合を示す。なお、天

井仕様の仮定はステップ 3-5 参照。 
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〈別表３ 天井撤去の検討に当たって留意すべき点〉 
項目 留意すべき点 

□断熱 
天井撤去に伴う断熱性能の低下を補うため、屋根面への断熱補強の実施

を検討する。ただし、吸湿性の高い断熱材は、内部結露防止のため表面

に気密材等により吸湿対策を施すことを検討する。 

□音響 
吸音性のある天井の撤去により、屋内運動場等の発生騒音が響きすぎて

使用上の妨げとなるため、不足する吸音力を吸音体の付加等により補充

することを検討する。 

□空調・換気 大空間の天井の撤去による空調負荷の増大（気積、気流の変化等）を補

うため、天井換気扇、吹出口の増設による改善を検討する。 

□照明等 

天井撤去に伴い天井面の照度が均一でなくなり、競技環境の悪化等支障

が生じる場合は、空間の照明計画等を見直し、必要に応じ照明改修を検

討する。 
天井埋込み形の照明器具であれば、天井撤去に伴い、照明器具を母屋に

直接緊結するよう改修が必要となる。 
 
 

〈補強の可能性の検討〉 

・天井の補強による耐震化を図る場合は、構造耐力上安全なものとして技術基準を満たし

たものとする必要があり、表 3-3から 3-8までの全ての項目の確認結果がOKとなるよう、

部材の交換又は補強等を行う必要がある。しかしながら、次の１つでも該当する場合は、

天井面の全面的な撤去が避けられないことから実質的に「補強」は不可能と考えられる。 
①吊り元の基本的な取付方法が技術基準を満たさない場合 
②斜め部材の設置数が必要数の半数に満たない場合 
③斜め部材を入れる空間がない場合 
④野縁等に金属製下地以外が用いられている場合 

・吊り長さが短いと天井懐に入っての作業が困難になり、天井面を全面的に撤去しないと

斜め部材を適切に増設できないことがある。 
・なお、今後、技術基準を踏まえた設計・審査等が円滑に行われるよう、国土交通省にお

いて技術基準の解説となる技術資料を取りまとめ提示することとしており、実際の補強

設計・工事に当たっては、今後作成される技術資料も十分に踏まえる必要がある。また、

定期的な点検や地震時の緊急点検を適切に行うことができるよう、補強工事に併せて、

点検口を設けることが重要である。 
 
〈天井の耐震性等を計算で検証する場合〉 

・第２章３（１）で示したとおり、天井の耐震性等を計算で検証する場合には別途専門家

に相談し実施する必要があるが、これまでの考え方による斜め部材（ブレース）の設置

数で新たな基準を満たすことは困難である。また、「計算ルート」適用の前提として天井

面を一体として挙動させること等が求められるとともに、クリップの緊結といった措置

等により稀に発生する地震によって天井面に作用する加速度又は震度による慣性力によ

って天井を構成する部材や接合部が損傷（部材相互の間のずれやすべりを含む。）しない
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こと等を確かめる必要があることから、既存の屋内運動場等における天井の耐震性等を

計算でクリアすることは実質的に困難である。 
 

〈天井の撤去及び再設置の検討〉 

・既存天井を撤去し新たな天井を再設置するに当たっては、耐震性等を考慮した天井の仕

様を満たすか、天井の耐震性等を計算で検証することで、技術基準を満たした天井を設

置する必要があり、今後国土交通省で作成される技術資料も踏まえる必要がある。なお、

仮に落下しても人に重大な危害を与えるおそれの低いものとして、技術基準によらない

軽量の天井を再設置することは有効である。 
・また、定期的な点検や地震時の緊急点検を適切に行うことができるよう、天井の再設置

工事に併せて、点検口を設けることが重要である。 
 
〈落下防止ネット等の設置の検討〉 

・現時点では「落下防止ネット等の設置」に関する明確な基準は示されていないが、この

方法を検討する場合には、少なくとも以下の点に留意する。 
①落下途中の天井を捕捉することが目的であり、一般に落下自体を防ぐ方法ではない。 

  ②天井材の重量に加え落下時の衝撃力を構造耐力上十分に支えられるように、落下防

止ネットやワイヤ、ロープ等の強度及び取付方法を十分に検討する。支持金物は屋

根鉄骨等に固定しバランスよく設置する必要がある。 

③ネット等からこぼれ落ちた落下物が人身に危害を与えないよう、適切なネットの目

合を検討する。 
・実際の設置に当たっては、今後国土交通省で作成される技術資料も踏まえる必要がある。 
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